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主な内容のご紹介 
本書は、第 1 章において、⽣物多様性に関する国内外の動きの概要、第 2 章以降で各主体の具体的な取組内容をご紹介する

構成となっています。 
⽣物多様性分野における⺠間参画においては、取組の主体となる事業者やその取りまとめ役となる事業者団体、取組を⽀援する

国や地⽅公共団体等、様々な主体が関わっています。これらの主体の取組について、事業者の取組（第 2 章）、事業者の取組を
促進する主な動き（第 3 章）、UNDB-J ビジネスセクターによる取組（第 4 章）の⼤きく 3 つの枠組みでご紹介しています。 

◎ダウンロードはこちらから 
URL：http://www.biodic.go.jp/biodiversity/private_participation/trend/ 

将来にわたり、私たちが⽣物多様性の恵みを享受していくためには、
社会を構成するあらゆる主体が連携し、その恵みを使い尽くすことのな
いよう、持続可能な利⽤をしていかなければなりません。その中でも事業
者は、消費者を含めた様々な主体と連携して、⽣物多様性の保全と
持続可能な利⽤に積極的に取り組むことが期待されています。 

環境省は、事業者による⽣物多様性の保全と持続可能な利⽤の
促進に関し、⽣物多様性⺠間参画ガイドラインの発⾏や各種実態調
査等、様々な取組を実施してきました。 

本書では、国内における最新の調査結果等に基づき、⽣物多様性
分野における⺠間参画をとりまく動きについて、幅広くご紹介していま
す。



 

 

事業者の取組（第 2 章） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

UNDB-Jビジネスセクターによる取組（第4章）

「国連⽣物多様性の 10 年⽇本委員会」（UNDB-J）は、国内
のあらゆるセクターの参加と連携を促進し、⽣物多様性の保全と持
続可能な利⽤に関する取組を推進しています。 

委員会に参画している団体の取組や、委員会が推奨する認定事
業の事例のほか、事業者等の⽀援・協⼒のもと進められている取組
についてご紹介しています。 

事業者の取組を促進する主な動き（第 3 章） 

事業者の取組を促進する上で、事業者団体、地⽅経済界が
重要な役割を担うものと考えられます。また、地⽅公共団体の担う
役割にも多くの期待が寄せられています。 

こうした事業者の取組を促進する動きについて、他に先駆けて実
施している事例について多数ご紹介しています。 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽇本国内における⽣物多様性に関する⺠間参画の現状を

わかりやすくご紹介しています。事業活動における場⾯ごとの取

組においては、国内の事業者による先駆的な事例も多数ご紹

介しています。 
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本書では、以下に示す事項について記載しています 


